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伊那中央行政組合における特定事業主行動計画 

 

令和３年４月１日 

  伊那中央行政組合長 

 

１ はじめに 

  伊那中央行政組合における特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）は、次世代育

成支援対策推進法（平成 15年法律第 120号。以下「次世代法」という。）第 19条及び、女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 26年法律 64号。以下「女性活躍推進

法」という。）第 15条に基づき、伊那中央行政組合長が策定する特定事業主行動計画として

策定しました。 

 

 

２ 対象者 

  本計画は、伊那中央行政組合の全職員を対象とします。 

  なお、会計年度任用職員につきましては、制度等に多少の違いはありますが、本計画に沿っ

て次世代育成及び女性活躍推進という課題に取り組みます。 

 

 

３ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和３年 4月 1日から令和８年 3月 31日までの 5年間とします。た

だし、社会情勢の変化等に応じて、本計画を見直す場合があります。 

 

 

４ 推進体制 

   本計画を効果的に推進するために、伊那中央行政組合庶務課（以下「庶務課」という。）が

状況を把握し、伊那中央病院では伊那中央病院職員安全衛生委員会が、庶務課及び伊那中央衛

生センターでは庶務課が改善方法や見直し事項を検討します。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

５ 伊那中央行政組合の現状と課題 

（１）現状 

① 職員の女性割合                        （令和２年４月１日） 

職員の形態 正規職員 会計年度任用職員 全体 

割合 全体 女性 割合 全体 女性 割合 全体 女性 割合 

伊那中央病院 711 493 69.3% 290 268 92.4% 1001 761 76.0% 

衛生センター・庶務課 9 0 0.0% 1 1 100.0% 10 1 10.0% 

合計 720 493 68.5% 291 269 92.4% 1011 762 75.4% 

 

 

② 男性の配偶者出産休暇の取得率  （平成 31年４月～令和２年３月） 

施設 対象者 取得者 取得率 

伊那中央病院 19 9 47.4% 

※衛生センター・庶務課は対象者なし 

 

 

③ 男女別の育休取得率       （平成 31年４月～令和２年３月） 

施設 
女性 

取得率 
対象者 取得者 

      伊那中央病院 54 54 100.0％ 

※伊那中央病院の男性の取得者はなし  ※衛生センター・庶務課は対象者なし  

 

 

④ 超過勤務の状況         （正規職員 各月の超過勤務時間と 1 人当たりの平均値）                    

施設名 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

伊那 

中央病院 

6,850  6,570  6,461  6,028  6,669  6,123  7,544  7,342  6,125  6,960  6,855  6,361  79,888  

9.9 9.5 9.3 8.7 9.6 8.8 10.9 10.6 8.9 10.1 9.9 9.2 9.6 

衛生 

センター 

49 54 23 25 13 11 39 20 14 20 18 22 308 

8.2  9.0  3.8  4.2  2.2  1.8  6.5  3.3  2.3  3.3  3.0  3.7  4.3  

庶務課 
 

7 10 22 16 10 7 6 2 13 8 13 46 160 

7.0  10.0  22.0  16.0  10.0  7.0  6.0  2.0  13.0  8.0  13.0  46.0  13.3  

※上段：各月の超過勤務時間  下段：１人当たりの平均値 

 

 

⑤ 年次休暇の取得率 

 伊那中央病院       1 人当たり 6.75 日／年 

 衛生センター、庶務課  1 人当たり 11.7 日／年 
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⑥ 管理職の立場にある女性割合 

 年 度 平成２７年度 令和２年度 

伊那中央病院 全体 女性 割合 全体 女性 割合 

部長・参事 8 4 50.0% 10 5 50.0% 

課長、科長、副参事、室長 54 19 35.2% 52 18 30.8% 

衛生センター・庶務課     全体 女性 割合 全体 女性 割合 

部長・参事 1 0 0.0% 1 0 0.0% 

課長、科長、副参事、室長 2 0 0.0% 2 0 0.0% 

※部長・参事には、院長、副院長、副看護部長を含む。  

※課長・科長・副参事・室長には、診療科部長、看護師長を含む。 

 

 

⑦ 各等級別の職員の女性割合                  （令和２年４月１日） 

 

 

 

 

伊那中央病院 等級 全体 女性 割合 備考 

診療部 

4 級 1 0 0.0% 院長 

3 級 33 2 6.1% 副院長等 

2 級 45 9 20.0% 主任医長等 

薬剤部・診療技術部 

6 級 2 1 50.0% 部長・参事 

5 級 10 4 40.0% 科長・室長・副参事 

4 級 50 17 34.0% 技幹・主査等 

上記以外 95 55 57.9%   

看護部 

6 級 1 1 100.0% 部長・参事 

5 級 3 3 100.0% 副看護部長・師長等 

4 級 39 35 89.7% 師長・師長補佐等 

上記以外 371 335 90.3%   

医療支援部・事務部 

7 級       部長・参事（組合兼務） 

6 級 5 0 0.0% 課長・所長 

5 級 5 3 60.0% 課長補佐等 

4 級 13 5 38.5% 係長等 

上記以外 37 23 62.2%   
      

衛生センター ・ 庶務課 
全体 女性 割合   

10 0 0.0%   
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（２）前目標と達成度 

  ①男性職員  該当職員の育児に関する休暇・休業制度の取得率  100％ 

   女性職員  該当職員の育児休業取得率  100％ 

      ※休暇・休業制度：出産補助休暇、子の看護休暇、育児休業、育児部分休業 

  ②伊那中央病院 正規職員の女性職員採用率 60％以上 

          非常勤職員の女性職員採用率 90％以上 

〇男性の休暇・休業制度の取得率の目標 100％に対し、配偶者出産補助休暇は約 48％の取

得があったものの育児休業の取得率は 0％でした。 

〇女性職員の採用は部署ごとに違いがあるものの、職員数から、女性職員の採用率は目標を

ほぼ達成しています。 

〇管理職の立場にある女性割合は、各施設で差が見られます。 

 

 

６ 次世代育成について 

（１）基本方針 

  職員が仕事と家庭を両立できるよう、男性の育児や家事への参加に関する職員意識の向上

や育児に参加しやすい職場環境の整備を進めるとともに、育児休業取得者が安心して復職で

きるように支援を行います。 

 

（２）目標 

   男性職員の出産補助休暇取得率   100％ 

   男性の育児休業取得率       30％ 

   

（３）具体的な取組 

  ① 各種制度等の周知 

   ・「子育て支援ハンドブック」の活用等、妊娠前から出産後の子育て期間中の支援制度を 

周知します。支援制度を取得しやすい環境の整備に努めます。 

    

  ② 妊娠前から出産後の職員への配慮 

   ・職場は、不妊治療への理解を進め、休暇を取りやすい職場環境を整備します。 

   ・妊娠中の職員の健診休暇、産前産後休暇等を取得できる職場環境を整備し、所属全体で

業務分担を調整します。 

   ・配偶者が出産する男性職員に、配偶者の出産補助休暇（特別休暇）の取得を促すなど、

育児のための休暇を取得しやすい環境を整備します。 

  ・安心して育児休業が取得できるように、業務の引継ぎなどを早めに準備できる環境を

整備します。 

 

③ 復職への支援 

 ・復職時には、個別面談等を実施して、スムーズな職場復帰を支援します。 
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・男性職員の育児や家事等への積極的な参加を促します。 

   ・時間外勤務を抑制し、年次休暇を取りやすい環境に努めます。 

 

 

７ 女性職員の活躍推進について 

（１）基本方針 

   各組織の実情を踏まえ、女性がその個性と能力を十分に発揮するために、育児や介護の

両立など多様な働き方に合わせた職場環境を整備するとともに多くの女性が管理職として

活躍できる環境を整備します。 

   

（２）目標 

   女性の管理職に当たる役職への登用割合が、組合の全ての部署で 30％以上 

  

（３）具体的な取組 

  ① 各種制度等の周知 

   ・「子育て支援ハンドブック」に「介護支援」を加えた両立ハンドブックを作成し、支援

制度を周知するとともに、支援制度を取得しやすい環境の整備に努めます。 

 

  ② 安定的な女性職員の採用と管理職に当たる役職への登用 

・女性の職員採用試験への応募を促すため、応募要件である年齢要件の引き上げを検討

します。 

・人材育成のための研修会等を開催します。 

 

  ③ ワークライフバランス（仕事と生活の調和）の充実 

・年次休暇を取得しやすい環境を整え、自分や家族の誕生日、記念日、学校行事などに合

わせ積極的に年次休暇の取得を推進します。 

 

 

８ おわりに 

 全職員が、この計画を理解し、積極的に実行していくことが大切です。その中で、多様な

ライフスタイルを認め、配慮を忘れないようにしましょう。 

 この計画の実行にあわせ、固定的な性別役割意識を改め、各人それぞれが個々に重きを置

いている時間を大切にしながら、女性活躍の場、次世代を担う子どもたちの心を育んでい

きましょう。 

 

 

 

 


